
2026年 7月 28日 
株式会社 NTT ドコモ 

特許庁長官との知的財産活動に関する意見交換会を実施 
～6Gの標準化と知財の戦略的な取り組みに関する意見交換～ 

 株式会社 NTT ドコモ（以下、ドコモ）は、2026 年 7 月 27 日（月）に特許庁と知的財産活動に関する意見交
換会を実施しました。 
 特許庁からは河西康之長官をはじめとする 6 名が、ドコモからは代表取締役社長の前田義晃、代表取締役副社長
の坪谷寿一をはじめとする 6名が出席しました。 

（図１）（左）特許庁 河西 康之 長官 （右）ドコモ 前田 義晃 代表取締役社長 

特許庁からは「稼ぐ力のための知的財産～知的財産を経営戦略に～」というテーマのもと、主に日本成長戦略、IPイ
ンテリジェンス、企業戦略に寄り添った特許審査の取り組み事例についてご説明いただきました。また、ドコモからは社長の
前田よりドコモの経営戦略である技術･標準化･知財の取り組みについて、副社長の坪谷よりドコモの第 6 世代移動通
信システム（6G）に関する取り組みとして、「標準化・知財の一体的活用」について説明しました。その後、経営におけ
る標準化と知財の戦略的な取り組みに関する意見交換等を行いました。
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（図 2）意見交換会の様子 

 
ドコモは、全社を挙げて取り組んでいる「標準化・知財の一体的活用」を通じて、第 5 世代移動通信システム（5G）

においては世界 3位の標準必須特許を保有するとともに（図３）、2025年 4月には企業として初めて「内閣総理大
臣感謝状」の贈呈を受けました。 

 
ドコモグループは、通信会社から総合 ICT グループへ進化しており、その成長を支える源泉として「技術・標準化・知

財」を経営戦略の中核に位置づけています。今後も 6G や AI 時代の経済成長を支える技術開発に取り組み、その成
果を標準化と知財によって事業価値・国際競争力の強化につなげてまいります。 
 
 



 
（図 3）5G必須特許シェア 

出典：2026年 3月 30日（月）発表 サイバー創研プレスリリース 
「サイバー創研、 5G-SEP関連の分析結果(第 8版)を発表～5G-SEP推定保有数のシェア、5G実現技術の牽引

者、6G を睨んだ標準化の動き～」 
 

 

 

 

 

 

本件に関する報道機関からのお問い合わせ先 
株式会社ＮＴＴドコモ 

 知的財産部 権利化・特許担当 
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